
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 1050 スポーツ活動振興事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 10 教育費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

34 だれもが気軽に楽しめるスポーツを振興する
項 06 保健体育費

体育祭 回
目標 ― 目標 1

1 1
目 01 保健体育総務費 実績 1 実績 雨天中止

施　策 3 スポーツ活動の促進
細目 102 スポーツ活動振興事業

各種スポーツ大会 種目
目標 ― 目標 3

3 3
細々目 01 スポーツ活動振興事業 実績 3 実績 2

基本計画該当頁 136 行革大綱の重点事項番号 1
スポーツフェスタ 回

目標 ― 目標 1
1 1

担当部課
コード ５５５０００ 評価者

氏　名
藤岡雅之 連絡先

45 - 9116 実績 1 実績 1

名称 教育委員会伊賀分室 (内線) 330

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

地域市民、スポーツを楽しもうとする、取り組もうとする市民 地域市民が気軽に参加でき、スポーツを楽しむことが出来る機会
の提供及び地域市民同士の親睦、交流が図られる。

大会参加者数 参加者数 人
目標 目標 2750

200 200
実績 2500 実績 雨天中止

各種大会参加者数 　　　　　　　　　　〃 人
目標 目標 600

700 700
実績 602 実績 650

（※対象件数 ２５００人 ）
根拠法令・要綱等 スポーツ振興法

開始年度 平成 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 年度
・体育祭の開催や各種スポーツ大会の開催
体育祭１０月１日（雨天中止）
・スポーツ大会
７月２９日　グランドゴルフ、８月２２日バレーボール、１１月１９
日サッカー

状
況
変
化
等

地域市民の健康保持増進及び志向に応じた大会への参
加と満足感が得られる。

評価項目

必要性

ポイント

4
市民が自主的に開催するよう支援する。

評価項目についてのコメント

有効性 3
スポーツフェスタへの管内市民の参加は年々増加している。今後速やかに、総合型地域スポーツクラブの育成と共に、各
種大会のあり方も民意主体の意識を育てる方向で進める。

達成度 3
いがまち体育祭は雨天のため中止となったが、計画した事業は達成出来た。尚、総合型地域スポーツクラブの設立と自主運営及びい
がまち体育祭が地域主体の運営が出来る様、現在取り組み中。いがまち体育祭については地域市民の意識調査結果に基づき一定の
方向付けを決定した。（１９年度は調整を要するため「休止」することとした。区長会、まち協等合意）。総地スポクについては、設立準備

効率性 2

委員会の設立まで進行した。
各種スポーツ大会の委託経費については、上記方向付けの進行にスライドして大会開催を移管して行き、経費削減を図っ
て行く。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

Ｂ

事業の方向性

変更

改善についての取り組み

いがまち体育祭のあり方について、まちづくり協議会単位での開催と、その運営を地域市民主体の運営にすべく移管に取り組む。但し、
困難であれば、その場合は２０年度で「廃止」も含め検討することとする。又、各種大会の委託種目については、市民スポフｴステ種目と
の重複を避ける。

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
スポーツ活動振興事業 1,300 委託料 740 委託料 1,000 委託料 600 委託料 300 委託料 300

工事

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 1,300 事業費計(A) 　 Σ 740 事業費計(A) 　 Σ 1,000 事業費計(A) 　 Σ 600 事業費計(A) 　 Σ 300 事業費計(A) 　 Σ 300

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 6,340 5,780 6,040 5,640 5,340 5,340

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 1,300 740 1,000 600 300 300

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 1,300 740 1,000 600 300 300
計 1,300 740 1,000 600 300 300

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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